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（１）管理体制・社内ルールの整備
①　技術管理者の設置
　産業廃棄物処理施設の設置者は、施設の維持管理に関する技術上の業務を担当させるため、技術管理者
を置かなければなりません。（技術管理者の資格として、廃棄物処理施設技術管理者講習会を修了するこ
となどが必要です。）
　技術管理者は、産業廃棄物処理施設に関して法第15条の２の３に規定する技術上の基準に係る違反が行
われないように、施設を維持管理する事務に従事する他の職員の監督をします。

②　処理責任者の設置
　産業廃棄物処理施設が設置されている事業場を有する事業者は、当該事業場ごとに産業廃棄物の処理に
関する業務を適切に行わせるために産業廃棄物処理責任者を置かなければなりません。
　なお、その他の事業場についても、排出される産業廃棄物の適正な管理と処理についての体制を整える
ために処理責任者を置くようにしましょう。

　事業者は、排出される産業廃棄物を適正かつ計画的に処理するために、社内管理体制の整備、

処理計画の作成等管理システムの構築に努めましょう。

基本指針の策定

（１）管理体制・社内ルールの整備（６）適正処理に係る評価・改善

（２）必 要 情 報 の 整 理（５）各種記録等の作成・保管

（３）処 理 計 画 の 策 定（４）適 正 処 理 の 実 施

例えば５年後

産業廃棄物適正処理システムの概念図

毎　年

総務部

自己評価チーム

・事業所内の自己評価の実施機関
・廃棄物管理部門と独立した組織にすること
＜役割＞
　・廃棄物の適正管理状況を評価
　・自己評価報告書の作成・報告
　・改善指示書の作成・報告

・廃棄物管理に関する審議機関
＜役割＞
　・廃棄物処理計画等の審議機関
　・管理規程の審議
　・環境教育計画の審議
　・各部門間の懸案事項の調整
　・その他廃棄物に関する全般事項の審議

・製造工程から排出さ
れる廃棄物及び有価
物の量・質の把握
・各工程での原材料使
用量の把握
・廃棄物及び有価物ご
との分類及び保管施
設への搬入量把握
・管理・経理部門への
処理依頼
・主任者への報告

・原材料の搬入に伴う
包装廃棄物の量及び
質の把握
・廃棄物の発生量が少
なくなるような原材
料の調達
・主任者への報告

・産業廃棄物処理施設
の適正な管理・運営
・主任者への報告

・産業廃棄物処理の維持管理に係
る技術上の業務や処理の遂行
・施設の処理状況を施設の管理責
任者へ報告

廃棄物管理組織の例と役割

・委託業者に対して事
業所から排出する廃
棄物の性状を通知
・委託業者と委託契約
の締結
・委託業者へ処理を発
注
・マニフェストの運用・
管理
・適正な処理費用の算
出
・主任者への報告

・廃棄物対策委員会の事務局
・廃棄物処理計画の作成責任者
・廃棄物管理の責任者
・特別管理産業廃棄物及びその他の廃棄物の適正
　処理及び管理推進担当者
＜役割＞
　・廃棄物対策委員会の審議事項の立案
　・廃棄物対策委員会の招集

総括責任者（事業所の長）

産業廃棄物処理責任者廃棄物対策委員会

原料・製造部門 処理施設部門

技術管理者

（管理・経理）部門

産業廃棄物管理体制の整備
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③　特別管理産業廃棄物管理責任者の設置（法第12条の２第8項）

　特別管理産業廃棄物を排出する事業者は、特別管理産業廃棄物管理責任者を配置し、特別管理産業廃棄
物の取り扱いに関する管理体制を整備し、適正処理を図らなければなりません。
　特別管理産業廃棄物管理責任者の資格として、特別管理産業廃棄物管理責任者講習会を修了することな
どが必要です。
※①～③の者を設置しない場合は事業者は、30万円以下の罰金の刑に処されます。

④　産業廃棄物の管理に関する規程（例） ⑤　産業廃棄物適正管理マニュアル（例）

１　目的
２　産業廃棄物の種類
３　事業所の責務
４　会社統括管理責任者
５　廃棄物対策委員会の設置、構成、役割
６　廃棄物管理者等の選任
７　産業廃棄物の適正管理
８　産業廃棄物の適正処理に関わる教育
９　産業廃棄物処理計画
１０　工場細則の作成
１１　報告

１　目的
２　マニュアルの範囲（担当部門、対象廃棄物
等）
３　廃棄物処理フロー
４　廃棄物の分別排出、貯留方法
５　減量化・資源化方法及びその量（率）
６　中間処理方法及びその量（率）
７　最終処分方法及びその量（率）
８　委託方法
９　記録の取り方・管理
１０　チェックリスト
１１　関係法令等

（２）必要情報の整理

（３）処理計画の策定

①　事業所概要の把握

②　産業廃棄物の発生、処理状況の把握

③　法への適合状況

○従業員数　◎製造プロセス　○出荷・回収プロセス　◎生産量

○工場の周辺の状況　　◎出荷額　○主要原料の入荷量

○原材料等使用量

ａ．自社処理

　◎発生量　◎減量化量（中間処理量、処理残さ量）

　◎最終処分量　◎保管量

　◎リサイクル量（有価物量、有効利用量、処理残さリサイクル量）

ｂ．委託処理

　○リサイクル量（処理残さリサイクル量）

　○減量化量（中間処理量、処理残さ量）

　○最終処分量　○委託量

ｃ．リサイクル率等

　○発生量原単位　○減量化率　○リサイクル率　○最終処分率

◎収集運搬の基準　◎中間処理の基準　◎埋立処分の基準

◎産業廃棄物処理施設の技術基準及び維持管理基準　◎産業廃棄物の委託の基準

ａ．大気汚染防止法　ｂ．水質汚濁防止法　ｃ．騒音規制法　ｄ．振動規制法

ｅ．悪臭防止法　　　ｆ．ダイオキシン類対策特別措置法　ｇ．消防法　ｈ．PRTR法

ｉ．化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律　ｊ．毒物及び劇物取締法　ｋ．公害防止条例

ｌ．ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法

　事業者は、排出される産業廃棄物の性状、量の把握に努め、種類ごとの分別を図り、その処理が困難に
ならないよう処理計画を策定し、産業廃棄物の適正処理を図りましょう。

��事業所「処理計画」（例）

１．計画期間

２．事業概要

３．管理体制

４．管理方針

　①　環境全般

　②　廃棄物処理

５．廃棄物処理対策

　①　廃棄物処理の現状

　②　廃棄物処理の計画

　　（�発生量・減量化・リサイ

クル目標の設定）

　　ア　排出抑制に関する事項

　　イ　分別　　　　〃

　　ウ　再生利用　　〃

　　エ　処理　　　　〃

６．その他必要な事項
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　　　○排出量の抑制の検討
　　　　�　各生産工程や原材料の見直しを行い産業廃棄物の発生量の抑制に努めるとともに、発生した産業廃棄

物の再資源化や有効利用の可能性を検討しましょう。
　　　○処理施設の確保
　　　　�　将来的に産業廃棄物処理を安定的に確保するために、計画的な処理施設の整備と適正な施設の維持管

理を行いましょう。また、処理を委託する場合には、委託先の処理能力、特に最終処分の場合には残余
容量の把握に努めましょう。

　　　○多量排出事業者の産業廃棄物処理計画等作成義務（法第12条第９項・第１０項、法第12条の２第10項・第１１項）
　　　　①対 象 事 業 者：前年度発生量１,０００トン以上の事業所（特別管理産業廃棄物は50トン以上）
　　　　②計画書の内容：�計画期間、現に行っている事業、産業廃棄物処理の管理体制、排出抑制、分別、自

ら行う再生利用、中間処理及び最終処分並びに処理委託等に関する事項
　　　　③提　出　期　間：�当該年度の６月30日までに県（青森市内の事業者は青森市、八戸市内の事業者は八

戸市）へ提出
　　　　④実　施　状　況：�翌年度の６月30日までに県（青森市内の事業者は青森市、八戸市内の事業者は八戸

市）へ報告
　　　　⑤公　　　　　表：�県（青森市内の事業者は青森市、八戸市内の事業者は八戸市）は、当該計画及び実

施状況についてインターネットを利用し公表
　　　　�　計画書の作成に当たっては、青森県庁ホームページ「環境保全ページ」（http://www.pref.aomori.lg.jp/

nature/kankyo/hozenka.html）を参考にしてください。
　　　　　特管多量排出事業者電子マニフェストの使用一部義務化について記載（別紙参照）
　　　○電子マニフェストの一部使用義務化（2020年４月１日施行）
　　　　�　2020年度施行の改正廃棄物処理法により、前々年度における特別管理産業廃棄物（廃ＰＣＢ、ＰＣＢ

汚染物及びＰＣＢ処理物を除く。以下同じ。）の発生量が50トン以上の事業場を設置する事業者が特別管
理産業廃棄物の処理を委託する場合、電子マニフェストの使用が義務化されることとなりました。

　　　　�　本改正により、平成30年度（2018年度）において特別管理産業廃棄物の発生量が50トン以上となった
場合、2020年度における特別管理産業廃棄物の処理委託にあっては、電子マニフェストを使用しなけれ
ばなりません。

　　　　�　※�電子マニフェストを使用する場合、事前にＪＷＮＥＴ（公益財団法人日本産業廃棄物処理振興セン
ター）への登録が必要となりますので、使用義務の対象となる年度の前年度中に登録手続きを行っ
てください。

　　　�　【電子マニフェストの加入申込み先】
　　　　�　申込み先　ＪＷＮＥＴ（公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター）
　　　　�　ＴＥＬ 0800－800－9023　ＦＡＸ 03-5275-7112
　　　　�　ＪＷＮＥＴホームーページ　 http://www.jwnet.or.jp

　（4）適正処理の実施
　　　�　設定した減量・資源化目標を達成するために、処理計画に従って産業廃棄物の適正処理を行います。製

品開発の効率化、製品品質の向上や不良品率の削減、製造時間の短縮、原料削減などのコストダウンを推
進するために現場の作業員を含めた品質管理（ＱＣ）運動を導入し、そのノウハウを蓄積している企業も
多くあります。産業廃棄物の管理についても、同様のアプローチを検討し、応用が可能な手法は積極的に
取り入れることが必要です。減量・リサイクル目標及び処理計画に基づき、製品品質の改善を議論する際
に産業廃棄物の適正処理の視点からも現場の作業員も含めてグループで徹底的に議論し、実施するような
仕組みをつくることが必要です。

　（5）各種記録等の作成・保存・報告
　　　①　帳簿の記載・保存（法第12条第13項、法第12条の2第14項）
　　　　�　次に掲げる事業者は、４9ページに示す事項を記載した帳簿を事業場ごとに備え、毎月末までに前月分

の記載を終了し、１年ごとに閉鎖して、閉鎖後５年間保存しなければなりません。
　　　　　ア．産業廃棄物処理施設（Ｐ40の表中の施設）を設置する事業者
　　　　　イ．ア以外の産業廃棄物の焼却施設を設置する事業者
　　　　　ウ．産業廃棄物を生ずる事業場外において自ら産業廃棄物の処分又は再生を行う事業者
　　　　　エ．特別管理産業廃棄物の排出事業者
　　　　�　なお、電子マニフェストを利用した場合における帳簿の備え付け、記載及び保存義務については従来

どおり法の適用があります。

　　　②　管理票交付者の報告書作成義務（法第12条の3第７項）
　　　　�　産業廃棄物管理票（マニフェスト）の交付を行った事業者については、その交付等の状況について報

告が必要となります。 なお、電子マニフェストを使用している場合は、報告の必要はありません。
　　　　　　対　　象　　者：�事業活動に伴い産業廃棄物を生ずる事業者（中間処理業者を含む。）で、産業廃

棄物管理票を交付した者
　　　　　　報　告　単　位：産業廃棄物を排出する事業場ごと
　　　　　　報　告　内　容：前年度の４月１日から３月３１日までの１年間の交付状況
　　　　　　提　出　期　間：�当該年度の６月30日までに県（青森市内の事業場に関するものは青森市、八戸市

内の事業場に関するものは八戸市）へ報告
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　（6）適正処理に係る評価・改善
　　　①�　事業所内に設置した自己評価チームによって、設定した管理目標が達成されたのかどうか、廃棄物処

理計画どおり処理が実行されたのかどうか評価します。
　　　②�　目標が達成されていない場合は、その原因を究明の上、自己評価チームにより産業廃棄物処理の実施

部門に対して改善の指示をし、改善措置をとることを求めます。
　　　③�　到達目標の一部修正やソフト面での適正管理への対応など小規模・短期的な対策について修正すべき

点や改善すべき点などは毎年見直します。また、新たに大きな設備投資が必要になったり、システムそ
のものの見直しなど大規模・中長期的な対策等も含めた全面的な見直しは、処理計画の目標設定年次に
見直します。

ア　自己評価書の項目（例）
　◦目　的　　◦体　制　　◦日　程
　◦産業廃棄物に係る評価結果
　◦その他環境項目に対する評価結果

イ　改善指示書の項目（例）
　◦短期的な改善点及びその理由
　◦中期的な改善点及びその理由
　◦長期的な改善点及びその理由
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○許可対象産業廃棄物処理施設又は許可対象外焼却施設設置者（規第８条の５第１項第１号）
１�．産業廃棄物の種類ごとに次の事項（石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物、水銀含有ばいじん等又
は二以上の事業者による産業廃棄物の処理の特例認定に係る産業廃棄物が含まれる場合は、その旨。）を記載
すること。

１　処分年月日
２　処分方法ごとの処分量
３　処分 （埋立処分及び海洋投入処分を除く。） 後の廃棄物の持出先ごとの持出量

２．帳簿は事業所ごとに備え、毎月末までに、前月分について、記載を終了していること。
３．帳簿の保存
　⑴　帳簿は、１年ごとに閉鎖すること。
　⑵　帳簿は、閉鎖後５年間事業所ごとに保存すること。

○産業廃棄物を生ずる事業場の外において当該産業廃棄物の処分を行う事業者（規第８条の５第１項第２号）
１．産業廃棄物の種類ごとに次の区分に応じて記載すること。

運 搬

１　産業廃棄物を生じた事業場の名称及び所在地
２　運搬年月日
３　運搬方法及び運搬先ごとの運搬量
４　積替え又は保管を行った場合には、 積替え又は保管の場所ごとの搬出量

処 分

１　産業廃棄物の処分を行った事業場の名称及び所在地
２　処分年月日
３　処分方法ごとの処分量
４　処分 （埋立処分及び海洋投入処分を除く。） 後の廃棄物の持出先ごとの持出量

備考
　運搬又は処分に係る産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等
又は二以上の事業者による産業廃棄物の特例認定に係る産業廃棄物が含まれる場合、各区分に応じそれぞれ
の事項について、石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等に係るものを明ら
かにすること。

２．帳簿は事業所ごとに備え、毎月末までに、前月分について、記載を終了していること。
３．帳簿の保存
　⑴　帳簿は、１年ごとに閉鎖すること。
　⑵　帳簿は、閉鎖後５年間事業所ごとに保存すること。

○特別管理産業廃棄物排出事業者（規第８条の18第１項）
１．特別管理産業廃棄物の種類ごとに次の区分に応じて記載すること。

運 搬

１　特別管理産業廃棄物を生じた事業場の名称及び所在地
２　運搬年月日
３　運搬方法及び運搬先ごとの運搬量
４　積替え又は保管を行った場合には， 積替え又は保管の場所ごとの搬出量

処 分

１　特別管理産業廃棄物の処分を行った事業場の名称及び所在地
２　処分年月日
３　処分方法ごとの処分量
４　処分 （埋立処分を除く。） 後の廃棄物の持出先ごとの持出量

備考
運搬又は処分に係る産業廃棄物に、二以上の事業者による産業廃棄物の特例認定に係る産業廃棄物が含まれ
る場合は、各区分に応じそれぞれの事項について、当該産業廃棄物に係るものを明らかにすること。

２．帳簿は事業所ごとに備え、毎月末までに、前月分について、記載を終了していること。
３．帳簿の保存
　⑴　帳簿は、１年ごとに閉鎖すること。
　⑵　帳簿は、閉鎖後５年間事業所ごとに保存すること。

事業者の帳簿記載事項について
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○電子マニフェストを活用した帳簿作成方法
　電子マニフェストを利用した場合も産業廃棄物に係る帳簿の備え付け、記載及び保存義務については、従来ど
おり法の規定の適用があります。ただし、産業廃棄物に係る帳簿の備え付け、記載及び保存方法については、電
子マニフェストを使用した場合は受渡確認票又はデータのダウンロードにより、帳簿に代えることも可能です。

１　受渡確認票を活用する方法
　�　ＪＷＮＥＴ（公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センターが運営する電子マニフェストシステム）のログ
イン画面から受渡確認票を印刷して、時系列的に帳簿へ貼付あるいはファイリング
　　　・受渡確認票の記載内容が、法令に定める帳簿記載事項を網羅していることが前提
　　　・不足する事項は、追加入力又は受渡確認票への追記が必要

２　電子マニフェストのダウンロードを活用する方法
　　ＪＷＮＥＴのログイン画面から法令で定める帳簿記載事項をダウンロード（ＣＳＶデータ）して加工・保存
　　　・保存パターンの設定機能を活用すると、簡単に作成可能
　　　・不足する事項は、追加入力が必要

【注意事項】
　①　上記１及び２を行うには、電子マニフェストシステムに加入する必要があります。
　②�　加入後、パソコン版ソフトウェアをダウンロードし、事業場のパソコンにインストールすれば、ＪＷＮＥ
Ｔのログイン画面の表示が可能となります。


